
 
 

令 和 7 年 3 月 3 1 日 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

福島廃炉安全工学研究所長  宮本 泰明 殿 

 

福島研究開発･評価委員会 

委員長 高橋 隆行 

 

 

 

研究開発課題の事後評価結果について  （答申）  

 

貴研究所において諮問のありました第 4 期中長期計画における「東京電力福島第一原

子力発電所事故の対処に係る研究開発」のうち「環境動態研究に関する成果」に関する

事後評価を行った結果を別紙のとおりに答申します。 
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１．はじめに 

福島研究開発・評価委員会は、JAEAの環境動態研究リソースが令和 7年度 4月に福

島国際研究教育機構 (F-REI) に移管されることをふまえ、日本原子力研究開発機構が

第 4期中長期目標期間（令和 4年度から令和 6年度まで）に実施した「東京電力福島第

一原子力発電所事故の対処に係る研究開発」のうち「環境動態研究に関する成果」

（他部門で評価される研究開発を除く）を対象とし、令和 7年 3月 10日に第 2回福島研

究開発・評価委員会を開催し、事後評価を実施した。 

 

２．福島研究開発・評価委員会委員名簿（敬称略） 

本評価委員会は令和 2年 11月 19日に設置され、以下の 6名の委員から構成されている。

（以下の委員名簿は、令和 6年度） 

 

高橋
たかはし

 隆行
たかゆき

 国立大学法人福島大学 共生システム理工学類 教授 (委員長) 

青野
あ お の

 辰雄
た つ お

 
福島国際研究教育機構 

研究開発部門放射生態学ユニット ユニットリーダー 

浅沼
あさぬま

 徳子
の り こ

 
学校法人東海大学 東海大学 工学部 

応用化学科 准教授 

阿部
あ べ

 守
もり

康
やす

 
東京電力ホールディングス株式会社 執行役員 

福島第一廃炉推進カンパニー バイスプレジデント 

伊藤
い と う

 京子
きょうこ

 
学校法人京都橘学園 京都橘大学 

工学部 情報工学科 教授 

三浦
み う ら

 俊二
しゅんじ

 福島県 危機管理部 原子力安全対策課 課長 
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３．評価の方法 

 機構が第 4期中長期目標期間に実施した研究開発の実施状況に対し、以下の観点につい

て評価を行った。 

  

  評価の観点 

(1)研究開発の達成度（成功・不成功の原因の把握・分析） 

(2)社会実装の達成度、取組の妥当性（技術・知識基盤プラットフォームの構築・提

供を含む） 

(3)科学技術政策、社会的・経済的意義／ニーズへの適合性 

 

 評価は、福島研究開発・評価委員会における機構からの実施状況の説明及び、上記

(1)から(3)の観点に基づく自己評価に対し、各委員から SABCDの評価とその評価理由

やご意見をいただき、それを集約して委員会としてとりまとめた。 

 

 なお、出された意見については、各委員の専門的知見による意見であり、各委員の

所属機関の見解ではない。 

 

以下、「福島研究開発・評価委員会」は「評価委員会」、「日本原子力研究開発機構」

は「機構」、「東京電力福島第一原子力発電所」は「1F」という。 
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４．事後評価結果 

自己評価：「A」 

評価委員会 評価：A（委員評価：「A」6名） 

・前述の評価の観点から、以下の意見を頂いた。 

 

(1) 研究開発の達成度（成功・不成功の原因の把握・分析） 

 森林から河川水系・河口域までにわたる広範なフィールドワークによりデータを積み

上げ、環境中での放射性 Csの移行メカニズムを明らかにし、挙動予測が可能なシステ

ムを構築した。それによって、森林から流出する放射性 Csは少なく、生活圏への影響

がほとんどないことについて、科学的根拠とともに明確に整理した。 

 放射性物質による汚染の実態を的確に把握し、長期間にわたる放射性物質の動態を明

らかにしたこと、また、その結果に基づき、放射性物質の環境動態モデルを構築して、

住民や自治体への情報提供に主体的に取り組んでいる。 

 中長期計画で目標として掲げている、 

 広いフィールドを対象とした放射性物質の環境動態に関わる研究の実施 

 放射線量の可視化と将来予測可能なシステムの提供 

 自治体等、現場への成果の実装 

 住民帰還や帰還計画立案、地元農林業等の再生への貢献 

に関して、顕著な成果創出が認められ、さらには利用者による情報提供サイト利用を

一層促進する等の取り組みによって将来的な更なる成果創出が期待できる。 

 具体的な研究成果として具体的な研究成果としてキノコへの Cs 移行のメカニズムに

ついて、植物のメカニズムとは比較し、新たな知見を見出すなど興味深い成果も見受

けられます。一方で，大柿ダムにおけるアンモニウムイオン存在下における Csの溶出

性に関する検討では，生物濃縮など別のメカニズムの組み合わせによりさらに深い考

察が必要であると考えられ，今後のさらなる研究に期待いたします。 

 環境動態に関する研究開発に関して、環境動態の将来予測に資する研究開発を進め、

学術的に評価される成果を出されています。さらに、それらを社会的に活用するたに

に、必要なリスクコミュニケーションの取り組みを進められ、課題への取り組みとし

てグランドデザインを提案されています。 

 課題設定の方法の検討、住民の安心感情勢等の評価方法、リスクコミュニケーション

のこれまでに得られた知見からさらなる展開に進まれることを期待します。 

 第 4 期中長期計画の通りに研究開発に取り組み、その成果は「放射性物質挙動を把握

し、将来にわたる影響評価・予測を社会に分かりやすく提示する。」という目標を十分

に達成している。 

 10年以上続けてきた研究の成果が、この 3年間の成果としても十分表れている。特に、

森林から河川に亘る広範囲の環境動態研究については、放射性セシウムの移行メカニ
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ズムが根拠とともに示されており、今後の環境回復への取り組みに対して有益な情報

を提供していると考える。 

 森林から河川水系・河口域まで広いフィールドの系統的な調査だけでなく、放射性セ

シウムの移行メカニズムを明らかにして、予測モデルを構築し、住民の生活圏への影

響についての評価も行っている。 

 

(2)社会実装の達成度、取組の妥当性（技術・知識基盤プラットフォームの構築・提供を含

む） 

 得られた情報は、関連の自治体、住民の方々に受け手側に合わせた形で整理し、提供

している。また、情報提供サイトを構築し、広く分かりやすい情報発信に努めている。

情報発信については、情報提供サイトの存在、有用性を上手くアピールすることで一

層の情報普及が図れるものと期待する。 

 学術的な研究に留まることなく、廃炉現場への活用を見据えて新たな技術開発（極微

量放射性物質濃度の迅速分析法の開発等）を進めていること。 

 得られた成果については関係機関や住民等への説明を果たすだけでなく、現場サイド

からのニーズを汲み取り、研究開発に反映している。 

 新たに得られた知見は、福島県内だけでなく国内外に広く知ってもらう必要があろう。

特に、原子力分野の専門家であっても、環境動態についてそれほど詳しくない方々に

対し、これらの研究成果を知ってもらう機会があると良いと思う。 

 

(3)科学技術政策、社会的・経済的意義／ニーズへの適合性 

 基本的に、自己点検における自己評価内容を支持します。環境動態研究に関して、広

いフィールドに対して多くの調査を行い、住民の安全・安心に資する知見を得るとと

もに、その広報にも積極的に取り組んでおり、高く評価します。 

 研究成果が避難指示解除の判断材料に活用されるなど、福島県の復興に大きく寄与し

ている。 

 最近、注目されている放射性核種についても、環境試料の測定に留まらず、廃炉措置

にも貢献できる内容である。これらは研究開発成果の最大化に向けた顕著な成果が創

出されただけでなく、これまでの取り組みがこの分野の基盤となっていることも本評

価に考慮すべき点と言える。 

 環境動態研究は、情報を得るために長期間に亘る取り組みが必要と考えられるため、

F-REIへリソースを移管しても、継続して研究に取り組んで頂きたい。 
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５．総合評価 

自己評価：「A」 

評価委員会 評価：A 

 評価委員会は、機構が第 4期中長期目標期間に実施した「東京電力福島第一原子力

発電所事故の対処に係る研究開発」のうち「環境動態研究に関する成果」の

実施状況に対し、事後評価を行った。 

森林から河川水系・河口域まで広いフィールドを系統的に調査し、環境中での放射性セ

シウムの移行メカニズムを明らかにし、モデル開発を進め、セシウム挙動予測が可能なシ

ステムを構築した。これらの成果に基づき、森林から流出するセシウムは少なく、生活圏

への影響はほとんど無いことを、根拠情報とともに整理した。 

根拠情報 Q&Aサイトで提供する環境動態の研究成果や根拠情報を拡充した。また、毎年、

受け手側に合わせた形で環境動態研究の成果を整理して、関係機関、自治体、自治体へ根

拠情報を提供した。これらは特定復興再生拠点区域の避難指示解除の議論に活用される等、

成果の現場への実装を実現した。さらに、福島県環境創造センターとも連携し、学校（中

学校、短大）における出張講座、高校生への体験実習、一般公開イベントなどを通じて、

成果の普及と還元、広報活動にも取り組んだ。 

海洋環境中でのトリチウムやテクネチウムなど、極微量放射性物質濃度の迅速分析法を

開発した。これらの技術は、廃炉現場における難測定核種分析の開発にも反映しており、

廃止措置等への成果活用を進めている。 

以上のように、環境動態に係る研究開発については、中長期計画で求められている環境

動態に係る将来予測が可能なシステムの構築、成果の自治体等への提供と帰還・復興への

貢献、廃止措置等への成果の展開を達成した。また、本研究の特徴である広いフィールド

を対象とした研究成果を総括することにより、森林から流出するセシウムは少なく、生活

圏への影響はほとんどないことを明らかにするとともに、福島国際研究教育機構に引き継

ぐべき課題を整理し、新たな研究を方向づけた。さらに、プレス発表を通して研究成果を

広く展開するとともに、これまでに積み重ねた知見や成果を活用した人材育成・広報活動

を積極的に実施し、成果の社会への還元を進めた。 

以上のことにより、評価委員会は、3.（1）～（3）の評価の観点から、総合評価を「A」

評価とした。 

 


